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凡 例

本年表の記載は、原則として以下の方針による。

１ 創立時の１９４９（昭和２４）年から、組織の改変を含む学内の主要な出来事を年代順に記載

した。学外の動きについては、学内の出来事に直接的に連動する大学の運営、形態に関

連の深いもののみにとどめる。

２ 学部とその学科、研究科とその専攻の設置、廃止、改組については記載したが、講座、

学科目の増設、入学定員の改訂などの詳細については、原則として部局史の記述に委ね

た。学生の定員は、募集定員または入学定員である。評議会、全学的な委員会などにつ

いては、その設置と主要な変更のみを記す。

３ 建物等の新営については原則として、部局史第１４章第５節第２項の詳細な記述をもって

かえることとして、学事的に重要なもの以外については記載しない。

４ 主要な人事（役職者等）については、巻末の付録の一覧および部局史に記載する。

５ 規程などの来歴については、『千葉大学規程集』の改正履歴を参照されたい。

６ 入学式、卒業式、大学祭など毎年恒例のものは原則として掲載しない。
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１９４９（昭和２４）年

５．７ 「国立学校設置法」公布（国立新制大学６９校設置）

５．２１ 千葉県知事、千葉大学設備費捻出のため、県下に協力を要請

５．３１ 千葉大学設置、当初の構成と所在地は以下の通り。本部（事務局、教務厚生部）―

千葉市矢作町（現中央区矢作町）、学芸学部（学芸部、教育部４年課程）―千葉市

市場町（現中央区市場町）、学芸学部分校（教育部２年課程）―印旛郡千代田町四

街道（現四街道市四街道）。医学部（医学科）―千葉市矢作町。医学部附属病院

（本院および習志野分院）―千葉市亥鼻町（現中央区亥鼻）および千葉郡津田沼町

大久保（現習志野市泉町）。薬学部（薬学科）―千葉市亥鼻町。工芸学部（学科制

はとらなかった）―松戸市岩瀬、園芸学部（園芸学科、農芸化学科、造園学科、附

属農場）―松戸市戸定（現松戸市松戸）、腐敗研究所（腐敗研究部、微生物化学研

究部）―千葉郡津田沼町大久保。附属図書館（本館、学芸学部分館、医学部分館、

工芸学部分館、園芸学部分館）―該当各地区に分散設置

５．３１ 小池敬事千葉医科大学長が学長に就任

６．１５ 第１回千葉大学入学試験（２期校）（～６．１７）

７．２ 第１回入学式を医学部講堂で挙行（定員８００名入学者６５２名）

１０．６ 千葉大学記章（バッジ）制定

１１．５ 千葉大学開学式を医学部講堂で挙行

１１．２１ 一般教養課程（学生自治会）第１回学生大会開催（１２．２同学生自治会結成発足）

１２．１５ 千葉県、第５回宝くじ「千葉大学振興宝くじ」を発行（～１９５０．１．１４）

１９５０（昭和２５）年

２．３ 大学設置委員会、大学基準協会設定の「大学院基準」を採択

４．１ 旧制東京医科歯科大学予科を包括し、学芸学部を改組して、文理学部（千葉市小中

台町〔旧陸軍防空学校施設〕）、教育学部（４年課程）、教育学部分校（２年課程）

を設置

７．１３ 国立大学協会創立

８．９ 文部省、大学設置委員会を大学設置審議会に改組

１９５１（昭和２６）年

４．１ 医学部（医学科）を設置

４．１ 工芸学部を工学部に改組して、５学科（工業意匠学科、建築学科、機械工学科、電

気工学科、工業化学科）を設置

４．１ 教育学部の４年課程および２年課程にそれぞれ小学校教員課程および中学校教員課

程の履修課程を設置

４．１ 園芸学部に農業別科を設置（千葉農業専門学校実科の切替え）

４．１ 医学部附属看護学校を設置（医学部附属病院厚生女学部の改組）
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４．１ 教育学部の附属学校として、附属第一小学校、附属第二小学校、附属第一中学校、

附属第二中学校、附属幼稚園を設置（千葉師範学校附属学校の切替え）

６．― 大学設置審議会第９特別委員会、千葉大学は東京大学生産技術研究所敷地に統合す

ることが適当であると決定し、本学に通知

６．２ 教育公務員特例法改正

６．１８ 大学設置審議会、大学の整備統合方針等を国立大学長会議に報告発表

７．― 附属図書館閲覧業務を開始

７．― 連合国軍総司令部民間情報教育局（GHQ CIE）から「高等教育の改善に対する勧

告」（３２項）を日本の大学関係諸機関に配布

１９５２（昭和２７）年

４．１ 千葉大学工業短期大学部（印刷科、写真科）を設置

４．１ 文理学部に４系列の履修課程（文科系、理科系、医学進学系、歯学進学系）を設置

６．６ 中央教育審議会設置（文部大臣の諮問、教育刷新審議会廃止）

８．３ 「文部省組織令」公布

１１．１ 千葉大学祭（～１１．３）（１１．２３～２４第１回千葉大学稲毛祭）

１９５３（昭和２８）年

３．１８ 第１回千葉大学卒業式挙行

４．１ 教育学部の履修課程の名称を改め、第一部（４年課程）―第一教育科（小学校教員

課程）、第二教育科（中学校教員課程）。第二部（２年課程）―第一教育科（小学校

教員課程）、第二教育科（中学校教員課程）とする

４．１ 「千葉大学学位規則」制定

４．２ 文部省、「国立大学の評議会に関する暫定措置を定める規則」制定

４．３ 第１回学長選挙を実施。小池敬事学長を再選

４．２３ 文部省、「国立大学学長選考等に関する事項（第１案）（第２案）」、「国立大学学部

長選考等に関する要項（案）」を通達

１０．３１「学校教育法施行令」公布

１１．３ 初の統一大学祭開催（～１１．７）

１９５４（昭和２９）年

３．３１ 学校教育法一部改正（医・歯学教育６年以上）

４．１ 文理学部に５系列の履修課程（人文科学系、社会科学系、自然科学系、医学進学

系、歯学進学系）を設置

４．１ 国費外国人留学生制度を実施

６．７ 「国立大学の講座に関する省令」公布
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１９５５（昭和３０）年

４．１ 医学部に医学進学課程を設置

４．１ 文理学部に東京医科歯科大学の医学進学課程および歯学進学課程を設置

４．１ 大学院医学研究科（生理系、病理系、社会医学系、内科系、外科系の各博士課程）

を設置

４．１ 工学部に工学専攻科を設置

７．１ 大学院委員会を設置

７．１８ 中国科学院長郭沫若氏から文理学部へ図書（３，０００冊）が寄贈（１２．５来学）

９．８ 大学院医学研究科入学式挙行（入学者１５名）

１９５６（昭和３１）年

２．２３ 評議会、東京大学生産技術研究所敷地西側３分の２に本部、文理学部、教育学部、

工学部、園芸学部を統合することを決定

３．３ 入学試験 実施（～３．５ この年から１期校となる）

４．１ 薬学部に薬学専攻科を設置

１０．２２ 「大学設置基準」制定

１９５７（昭和３２）年

４．１ 医学部附属診療エックス線技師学校設置（５．１５開校、第１回入学式挙行、入学者

２３名）

４．１ 工業短期大学部に木材工芸科を増設

４．１ 科学技術系学生８，０００人増募計画の実施に着手（１９６０年度まで）

４．３ 学長選挙実施、小林政一前工学部長当選（６．１就任）

１１．５ 文部省、「科学技術者養成拡充計画」を発表

１９５８（昭和３３）年

４．１ 工学部に写真印刷工学科（写真映画専攻、印刷専攻）を増設

４．１ 医学部附属助産婦学校を設置（６．１０開校、第１回入学式挙行、入学者４名）

４．１ 文理学部の東京医科歯科大学医学・歯学進学課程の入学を停止

１９５９（昭和３４）年

３．２３ 文部省、「事務局に部を置く国立大学等を指定する訓令」を発する

３．３１ 文理学部の東京医科歯科大学医学・歯学進学課程を廃止

４．１ 医学部附属肺癌研究施設を設置

４．１ 工業短期大学部に工業意匠科を増設

１０．１ 日本学術振興会において流動研究員、奨励研究員制度発足

１１．４ 医学部創立８５周年記念式典挙行
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１９６０（昭和３５）年

２．１１ 千葉大学歌制定

２．１１ 放射線同位元素委員会を設置

２．― 千葉大学旗制定

３．３１ 国立学校設置法一部改正（国立短大３校新設、旧制官立１２医大廃止、国立学校にお

ける授業料その他の費用および猶予の規程を加える）

４．１ 文理学部に留学生課程を設置（理科系のため。文科系は東京外国語大学）

４．１８ 留学生課程の第１期生２５名（国費、２３名、私費２名）を８月１８日までに受入れる

４．２６ 稲毛地区学生会、新安保批准阻止で抗議集会を開く

５．１３ 稲毛地区学生会、安保批准阻止の学生集会を開く（５．１７、５．２０、５．２５にも学

生集会を開く）

６．１５ 安保阻止６．１５スト稲毛地区学生会、安保阻止の抗議集会を開き授業放棄

６．１７ 文理学部学生自治会は無期限の授業放棄、教育学部学生自治会は１７、１８日授業放棄

を決議

６．１８ 多くの学生、授業放棄に入る（～６．２３）

７．― 薬学部、矢作町の医学部跡へ移転

１０．２２ 医学部の発祥地（現中央区院内）に「共立病院跡」記念碑を建立

１９６１（昭和３６）年

３．３１ 旧学位令による学位授与終了

４．１ １９６１年度から科学技術系学生１６，０００人増募計画の実施に着手（１９７０年まで）

４．１ 教育学部分校（２年制）の学生の入学を停止

４．１４ 留学生課程、東京大学生産技術研究所（弥生町）構内の校舎「留学生課程西千葉仮

教室」へ移転

４．２７ 学長選挙実施、荒木直躬前医学部長当選（６．１就任）

５．９ 関東財務局国有財産審議会、東京大学生産技術研究所敷地約４９５，０００m２のうち約

３８９，１７０m２を本学に移管決定。なお、文理学部、教育学部分校、工学部の敷地は大

蔵省へ返還することに決定

６．― 園芸学部構内通過の国道６号線「松戸隧道」竣工

１９６２（昭和３７）年

１．３ 荒木直躬学長逝去（２．７大学葬）

１．３ 谷川久治医学部長、学長事務取扱に就任

２．２７ 学長選挙実施、谷川久治医学部長兼学長事務取扱が当選

３．３１ 教育学部分校を廃止

３．３１ 医学部附属病院習志野分院を廃止

４．１ 工学部写真印刷工学科を拡充改組して、写真工学科および印刷工学科とする
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４．― 教育学部、附属学校を除き西千葉地区へ移転

４．― 文理学部留学生課程、小中台から西千葉地区へ移転（前年４月から１部移転）

５．― 事務局、矢作町から西千葉地区へ移転

１９６３（昭和３８）年

３．３１「国立大学の大学院に置く研究科の名称および課程を定める政令」公布

３．３１「国立学校設置法」一部改正（一般教養に関する教育を一括して行うための教養部

設置、６国立大学に大学院設置、国立工業高等専門学校１７校増設）

４．１ 国立学校の授業料等値上げ（大学学部は年額９，０００円から１２，０００円に）

４．１ 留学生課程、文理学部から分離し独立の課程となる

４．１ 工学部附属天然色工学研究施設を設置

５．２９ 本学のロールワリン・ヒマール学術調査隊、未踏峰ヌンブール（６，９５８m）の初登

頂に成功

７．５ 附属図書館、小中台町から西千葉地区へ移転

８．２１ 文理学部、学生部とも小中台町から西千葉地区へ移転

１１．― 千葉県議会、本学工学部大学院の設置運動を起こし、「千葉大学工学部大学院設置

促進期成同盟」（会長、県知事）が結成される

１９６４（昭和３９）年

２．２５「国立大学の学科及び課程並びに講座及び学科目に関する省令」を公布

３．３１ 薬学部薬学専攻科を廃止

４．１ 留学生課程に換えて、留学生部を設置

４．１ 大学院薬学研究科（薬学専攻修士課程）を設置

４．１ 医学部附属農山村医学研究施設を設置

４．１ 事務局に部制が施行され、庶務部（庶務課、人事課）、経理部（主計課、経理課）

施設課の２部５課となる

４．１ 「国立学校設置法施行規則」の全部改正

４．３ 「国立学校特別会計法」を公布（附属病院の施設整備のための借入金ができること

などを規定）

５．１４ 補導委員会を廃止し、厚生補導委員会を設置

６．２ 大学院設置基準を制定

６．２７ 評議会、薬学部の西千葉地区への統合を決定

７．― 工学部（附属天然色工学研究施設を除く）および工業短期大学部、松戸市岩瀬から

西千葉地区へ移転

８．２５ 千葉大学工業短期大学部拡充強化後援会（会長、千葉県知事）設立

９．１ 附属図書館運営委員会を設置

９．１６ 附属図書館の教育学部分館、工学部分館、文理学部図書室を廃止して、本館に統合

１１．２ 学生部編集『学園だより』第１号発行
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１９６５（昭和４０）年

３．― 教育学部附属中学校、千葉市市場町および印旛郡四街道町から西千葉地区へ移転

４．１ 大学院工学研究科（工業意匠学、建築学、機械工学、電気工学、工業化学の各専攻

の修士課程）を設置

４．１ 教育学部の第１・第２教育科をそれぞれ小学校教員養成課程（定員２７０名、従来１８５

名）、中学校教員養成課程（定員１２０名、従来１７５名）と改める

４．１ 教育学部に養護学校教員養成課程を増設

４．１ 教育学部に教育専攻科を設置

４．１ 教育学部附属第一中学校および附属第二中学校を統合して、教育学部附属中学校と

する

４．１ 事務局施設課に部制が施行され、施設部（企画課、施設課）となる

４．２２ 大学設置審議会設置（１９５０年設置の同審議会を改組）

５．２８ １９６６（昭和４１）年度大学入学者選抜実施要項を発表、調査書に�Ａ採用を決定
６．２ 大学院設置基準を制定

６．２４ 千葉大学生活協同組合創立総会を開く

８．３０ 文部省、「大学入学志願者急増期間中における大学の拡充整備について」発表

１０．４ 千葉大学生活協同組合開店

１９６６（昭和４１）年

１．１３ 評議会、矢作・亥鼻地区の統合整備計画を決定

３．― 教育学部附属小学校および附属幼稚園が千葉市市場町および印旛郡四街道町から西

千葉地区へ移転

４．１ 薬学部に製薬化学科を増設

４．１ 工学部に合成化学科を増設

４．１ 医学部附属脳機能研究施設を設置

４．１ 医学部附属病院に中央検査部を設置

４．１ 大学院工学研究科に写真工学専攻（修士課程）を増設

４．１ 工業短期大学部に工業化学科を増設

４．１ 教育学部附属第一小学校および附属第二小学校を統合して西千葉地区へ移転し、教

育学部附属小学校となる（移転は４．１８）

７．― 薬学部、矢作町から西千葉地区へ移転

１９６７（昭和４２）年

３．３１ 工学部工学専攻科を廃止

３．― 市場地区敷地（現中央区市場町）を千葉県に譲渡（１９６６年３月、１９６７年３月の２回

に分けて譲渡）

４．１ 園芸学部の総合農学科を改組し、農業生産管理学科とする
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４．１ 附属図書館の薬学部分館を廃止し、本館に統合する

４．１ 大学院工学研究科に印刷工学専攻（修士課程）を増設

４．１ 教育学部小学校教員養成課程に選修制を設ける

６．１ 文部省、学術奨励審議会を廃止して学術審議会を設置

８．１ �日本学術振興会を母体として特殊法人日本学術振興会を設立（９．２１発足）
８．― 工学部附属天然色工学研究施設が松戸市岩瀬から西千葉地区へ移転

１１．１８ 能力開発研究所、学力テスト実施（～１１．１９）

１２．１ 学術審議会、「学術に関する当面の基本的な施策について」第１次答申

１２．２５ 文部省内に千葉大学附属病院建設計画準備会が設置される（文部大臣裁定）

１９６８（昭和４３）年

１．３ 学長選挙実施、川喜田愛郎医学部教授当選（３．２就任）

４．１ 文理学部を拡充改組して、人文学部（人文学科、法経学科）、理学部（数学科、物

理学科、化学科、生物学科）および教養部を設置

４．１ 教育学部に幼稚園教員養成課程を増設

５．― 医学部附属病院でインターン制度廃止

１０．― 工業短期大学部教授会に対して、同部学友会が１１項目要求書提出、この頃から同部

の自衛官通入学問題が起きる

１１．５ 教育学部臨海実習所建設事業会、館山市大賀西台地に臨海実習所を建築

１２．６ 文部省、大学問題委員会を設置

―．― この年の春から東京大学、日本大学紛争をきっかけに、１９６９年にかけて多くの国公

私立大学で紛争長期化

１９６９（昭和４４）年

１．１１ 工業短期大学部学友会、自衛官通入学問題で同部教授会に公開質問状を出す

１．２１ 工業短期大学部教員・学生代表、自衛官通入学問題で話し合う（１．２５再度開く）

１．２２ 千葉県教育委員会、東京大学等の入学試験中止のため、本学に対して入学者定員増

を要望

２．１ 工業短期大学部教授会、自衛官通入学問題に関する意見を発表

３．６ 医学部で報告医制度実施をめぐり授業放棄が再発（～３．２２）

３．１２ 千葉大学生活協同組合の法人化なる

３．１３ 評議会、工業短期大学部教授会意見をうけ、自衛官通入学を従来通り承認

３．１６ 工業短期大学部入学試験、学生の妨害により簡易問題で実施。同部の教員・学生が

野外で話し合い、同部主事は、異常な状況下で「確約書」に署名

３．１７ 学長・各学部長、工業短期大学部主事「確約書」を否認

３．１８ 工業短期大学部教授会、主事「確約書」の無効を決定

３．１８ 学長、工業短期大学部学友会等の学生との話し合いに応じ、「確約書」を取り交わ

す
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３．２２ 評議会、工業短期大学部入試のやり直しをしないことを決定。川喜田学長、その席

上で辞意を表明

４．１ 湊顕薬学部長、学長事務取扱に就任

４．１ 教育学部に特別教科（看護）教員養成課程を増設

４．１ 教育学部に養護教諭養成所（３年制）を併設

４．１ 工学部に電子工学科を増設

４．１ 大学院園芸学研究科（園芸学、農芸化学、造園学の各専攻の修士課程）を設置（園

芸学部園芸学専攻科廃止）

４．１ 医学部附属診療エックス線技師学校を改組して医学部附属放射線技師学校とする

４．２５ 各学部「闘争委」学生、「団交」を要求し、翌日未明本部会議室を占拠（４．２８退

去命令を出す）

４．― この前後の頃から、いわゆる全学「紛争」状態に入る

５．１３ 文部省、「大学紛争の現状」を発表、授業放棄または施設占拠・封鎖中の大学４３校

（国立３０、公立４、私立９）。７月８日の発表では７５校（国立４３、公立８、私立

２４）となる

５．１６ 行政機関の職員の定員に関する法律（いわゆる総定員法）公布

５．１７ 評議会、湊学長事務取扱および全評（協）議員の辞任を決定

６．１７ 新評議会、香月秀雄評議員を学長事務取扱に選出（６．２４就任）

６．１７ 医学部附属病院無給医、有給化等を要求して２週間ストに入る（～６．３０）

６．２１ 医学部学生（学１、２クラス）、長期授業放棄に入る（～１２．１２）

６．― 大学紛争激化（６月には、４年制大学３７９校のうち１０９校が紛争中）

７．９ 評議会、広報委員会の発足を決定（８．１３第１回開催）

８．１３ 改革検討委員会代表者会議および広報委員会発足

９．１３ 文部省、大学措置法施行（８．１７）後約１カ月間の大学紛争状況を発表、紛争校６４

（国立３７、公立５、私立２２）

９．２２ 「全学闘委」系学生、教養部６号館を占拠封鎖（９．２６解除）

１０．６ 青医連所属研修医、医学部記念講堂を封鎖（１２．２１解除）

１１．― 国立大学協会教養課程に関する特別委員会、「大学における一般教育と教養課程の

改善について」発表

１２．１６ 文部省、『大学紛争白書』をまとめる

１２．１７ 学長事務取扱、１２月２２日に本部封鎖解除を行う決意を表明

１２．２２ 早朝本部職員を中心とする教職員によって本部庁舎の封鎖が解除される（逮捕者学

生２０名、本学の紛争は事実上終息）。同時に本部は新庁舎に移転

１２．２３ 学長事務取扱、封鎖解除終了にともない声明を発表

１２．２４ 本部、新庁舎に移転完了して事務を開始

１９７０（昭和４５）年

１．１６ 文部省、授業放棄・施設占拠・封鎖等の行われている問題校一覧を公表（国立７、
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公立１、私立１）

３．２３ 卒業式を学部別に実施（医学部は３．３１）

４．１ 大学院薬学研究科に製薬化学専攻を増設

４．１ 医学部附属病院で医員制度発足

４．８ 入学式を学部別に実施（１９７７年度まで）

７．１ 入学者選抜方法検討委員会を設置

７．１１ 学長選挙実施。相磯和嘉医学部長当選（８．１就任）

８．２１ 文部省、学内における暴力行為の根絶について通達

８．３１ 大学設置規準の一部改正する省令、教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令

を制定（大学改革具体化の第一歩に着手）

１１．１２ 評議会、学部教養部連絡協議会の設置を決定（１２．４発足）

１９７１（昭和４６）年

４．１ 大学院園芸学研究科に農業生産管理学専攻を増設

４．１６ 学長より環境科学研究機構について提案され、準備委員会が発足

５．１ このとき、大学３９７校（国立７５、公立３２）、短期大学４９１校（国立２４、公立４４）、学生

総数１，８１７，０００人（大学１，５２９，０００、短期大学３８８，０００）を数える

６．２３ 国立大学協会、大学改革の最終報告をまとめ、共通入試を１９７５（昭和５０）年度をめ

どに実施することを決定

７．１ 文部省、教育改革推進本部発足

７．５ 医科大学（医学部）設置調査会発足

７．８ 短大問題特別委員会を設置

１０．２２ 文部省、「施設管理の厳正と学生指導の徹底について」依命通達

１９７２（昭和４７）年

２．１８ 医学部学生、研修制度をめぐり授業放棄（～３．２３）

３．６ 医学部附属病院無給医会、研修問題で１週間の診療拒否

３．１８ 大学設置基準の一部を改正し、大学の単位交換制度を認める（４．１実施）

３．３１ 留学生部を廃止

４．１ 留学生寮委員会を設置

４．１ 環境科学研究機構を学内措置で設置

４．１ 人文学部に人文学専攻科設置

４．１ 環境科学研究機構運営委員会を設置

５．１ 工学部改革調査委員会を設置

７．１９ １９７２（昭和４７）年度千葉大学開放講座「環境と公害」実施（～７．２６）。この年か

ら、のちの公開講座を全学的に実施
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１９７３（昭和４８）年

４．１ 教育学部附属養護学校を設置

４．１ 工学部に機械工学第二学科を増設

４．１ 附属図書館の事務部に部制が施かれ、２課（整理課、閲覧課）となる

４．１２ 保健管理センターを設置

７．１９ 環境保全委員会を設置

９．２９ 腐敗研究所を改組して生物活性研究所とする（酵素化学、薬理活性、毒性病理、活

性天然物化学、抗生物質、食中毒の６研究部）

１９７４（昭和４９）年

４．１ 理学部に地学科を増設

４．１ 園芸学部に環境緑地学科を増設

４．１ 大学院工学研究科に電子工学専攻を増設

４．１ 教育学部附属養護学校に高等部を新設

４．１１ 医学部附属農山村医学研究室を改組して医学部附属環境疫学研究施設とする

４．１８ 評議会、看護学部創設調査会の設置を決定（５．１６第１回調査会開催）

４．２２ 国立大学協会理事会、国立大学共通１次入試センター（仮称）設置などの構想発表

５．２ 新構想の教員養成大学等に関する調査会、「教員のための新しい大学・大学院の構

想について」報告

５．２８ 園芸学部、東京農工大学農学部等８大学９学部で関東周辺地区国立大学連合大学院

農学系課程設置準備委員会を結成（１９７０．９．５関東国立大学連合大学院農林水産

系博士課程設置準備委員会に改称）

６．１ 文部省設置法一部改正（大学学術局を大学局と学術国際局に分離）（施行６．１８）

６．２ 「大学院設置基準」制定、学位規則の一部改正（学術博士の新設）

６．１３ 学長選挙実施、相磯和嘉学長再選

１１．２１ 評議会、学長提案により、本学三十年史の編纂およびそのための編纂委員会を１９７５

（昭和５０）年度に発足させることを決定

１１．― 関東地区国立大学理工系連合大学院博士課程設置促進協議会を本学工学部等９大学

で結成（１９７７年脱退）

１２．１３ 教育学部、埼玉大、横浜国立大の教育学部と三大学教育学部大学院問題研究会を発

足させる（～１９７８．５．２５）

１２．１７ 三大学工学系連合大学院問題学長懇談会発足（～１９７６．６．３０千葉、埼玉、横浜国

立）

１９７５（昭和５０）年

３．２４ 卒業式（全学統一）を挙行

３．３１ 文理学部を廃止
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４．１ 大学院理学研究科（数学専攻、物理学専攻、化学専攻、生物学専攻、地学専攻の各

修士課程）を設置

４．１ 生物活性研究所附属抗生物質製造試験施設を設置

４．１ 園芸学部農業別科を拡充改組して園芸別科とする

４．１７ 健康管理審議会（１９５２．４．１）を改組して健康管理委員会を設置

４．２２ 看護学部（看護学科）を設置

５．１３ 青田買い防止の新協定成立―大学・高専卒業予定者の会社訪問について大学局長通

知

７．２６ 文部省、大学生の年間（１９７４年）年平均生活費は昼間部５７万円、夜間部６９万円と発

表

８．― 関東甲信越大学体育大会を当番大学として開催

１０．２３ 文部省、１９７５（昭和５０）年度高校進学率９１．９％、大学進学率３７．８％（大学生２００万

人を突破）と発表

１１．２ 評議会、工学部特設工学課程設置準備委員会の設置を決定（１２．２第１回開催、

１９７６．４．９解散）

１１．１４ 千葉大学三十年史編纂委員会（第１回）開催

１９７６（昭和５１）年

３．３１ 大学卒業生の就職率は１９５０（昭和２５）年（６３．８％）以来の最低で７０．７％、進学も就

職もしない者１２％

４．１ 大学における学生の正課中の災害事故に対する補償制度（学生教育研究災害傷害保

険）発足

４．１ 養護教諭養成所の学生募集を停止

４．１ 教育学部に養護教諭養成課程を増設

４．１ 工学部の写真工学科および印刷工学科を改組して、画像工学科とする

４．１ 工業短期大学部を改組し、工学部に特設工学課程を設置し、短大の学生募集を停止

５．１ 薬学部附属薬用植物園を設置

５．１ 生物活性研究所附属機器センター設置

５．２ 国際交流委員会を設置

６．１８ 学長選挙実施。香月秀雄医学部長当選（８．１就任）

１０．１ 千葉大学薬学系博士課程設置特別調査委員会を設置

１０．２ 職員の週休２日制を試行

１２．２４ １９７７（昭和５２）年度共通第１次学力試験試行テストを実施（～１２．２５）

１９７７（昭和５２）年

４．１ 大学院工学研究科に機械工学第二専攻を設置

４．１ 大学院薬学研究科に医療薬学専攻を増設

４．１ 千葉大学大学院工学研究科と埼玉大学大学院工学研究科との単位互換実施
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５．１ 放射性同位元素等による放射線障害を防止するために放射性同位元素等の使用につ

いて定める

５．― 文部省が条件の整った大学・学部から大学院を設置する方針を打ち出す

９．１６ 総合大学院問題特別調査委員会を設置

１０．１５ 生物活性研究所が習志野地区から亥鼻地区へ移転

１９７８（昭和５３）年

３．３１ 養護教諭養成所を廃止

４．１ 教育学部附属教育工学センターを設置

４．１ 医学部附属動物実験施設を設置

４．１ 工学部に建築工学科を設置

４．１ 工学部特設工学課程を改組し、その講座を従来の工学部各学科に組み入れて、Ａ・

Ｂ両コースに再編成

４．１ 園芸学部農業生産管理学科を改組し、園芸経済学科を設置また園芸学科を拡充改組

４．１ 分析センターを設置

４．１ 大学院園芸学研究科に環境緑地学専攻を設置

４．１ 亥鼻地区各図書館分館、図書室を統合して附属図書館亥鼻分館を設置

４．８ 入学式を全学統一でふたたび実施（千葉公園体育館にて）

４．― 視覚・聴覚・肢体障害者の学生としての受入れに関し本格的な検討を開始

９．２１ 発明委員会を設置して、特許等の扱いを定める

１２．２１ 評議会、千葉市長から申入れのあった千葉都市モノレールに係る亥鼻地区校地割譲

について、要望に応じられない旨の回答を文書で行うことと決定

１９７９（昭和５４）年

１．１３ １９７９（昭和５４）年度第１回共通第１次学力試験実施（～１４）。１．２０同追試験実施

３．１５ 人文学部改組特別調査委員会を設置（１９８１．４．１３廃止）

３．３１ 工業短期大学部を廃止

４．１ 大学院看護学研究科看護学専攻（修士課程）を設置

４．１ 大学院薬学研究科総合薬品科学専攻（博士課程）を設置

４．１ 薬学部を改組して、総合薬品科学科のみの１学科制とする

４．１ 園芸学部園芸別科の１年課程を廃止して、２年課程のみとする

４．１ 教育学部附属中学校、帰国子女の受入れを開始

４．１９ 教育学部言語障害教育教員養成課程（１年課程）を設置

５．― 評議会内第２小委員会に身体障害者受入れのための施設整備を検討する専門委員会

を設置

６．１１ 上海市学術交流友好訪問団が来学

６．２６ 香月学長が大学基準協会会長に選出される

１０．１ 医学部附属病院中央診療施設に救急部を増設
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１０．１ ゲストハウス（宿泊棟）の使用を開始

１１．１０ 千葉大学創立３０周年記念式典、講演、祝賀会を開催

１９８０（昭和５５）年

１．１６ 西千葉地区構内交通規制を強化（入構車両の規制、指導・取締りの実施、違反車両

への処置）

１．２４ 有害廃棄物処理施設を学内の共同利用施設として設置

１．３１ 『千葉大学三十年史』が完成、発刊（総論、部局編、資料編、年表の４部構成で

１６００ページ）

４．１ 理学部附属海洋生物環境解析施設を設置（当初は銚子市外川の１カ所だけであった

が、１９８５年天津小湊町の東京水産大学水産学部小湊実験実習場が本学に所属替えと

なる）

４．１ 教育学部附属小学校に海外帰国子女学級を増設

６．５ 学長選挙実施。香月秀雄学長再選

１１．― 事務用電子計算機が始動

１２．１６ 組換えDNA実験を計画、実施する際の安全確保の基準を定め、組換えDNA実験安

全管理規程を定める

１２．１８ 評議会、モノレール計画に関する千葉県知事からの要望書について、それを了承

し、県、市、大学にかかわる諸問題について一層の連帯感を高めるものとして検討

委員会（仮称）をつくることを希望する旨、回答することを決定

１９８１（昭和５６）年

２．１２ 千葉大学年史関係資料収集要項を施行

２．１２ 事務改善委員会を設置（本学における行政サービスの改善および事務の一層の改善

合理化につき具体的検討を進めるため）

２．１９ 千葉大学大学院教育学研究科設置特別調査委員会を設置

３．１０ 園芸学部が『千葉大学園芸学部七十年史』を刊行

４．１ 情報処理センターを教育研究および事務処理のための学内共同利用施設として設置

４．１ 医学部附属病院に医療情報部を増設

４．１ 千葉大学広報委員会を設置（７月の『千葉大学廣報』を第１号として発行）

４．１ 人文学部が全盲の学生を専攻科独文学専攻に受入れて障害者への門戸開放の先鞭を

つける

４．１４ 文学部および法経学部を設置（人文学部は同学部学生が在学しなくなるまで存続）

８．２１ 県・市・大学の三者協議会を開催（第１回、県庁にて）

９．１９ 教育学部で「教科書問題シンポジューム」を開催

１１．― 教育学部が『百年史 千葉大学教育学部』を刊行
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１９８２（昭和５７）年

３．３１ サークル会館の利用を開始

３．― 「やよいの鐘」（附属図書館屋上設置）の除幕式を開催（この鐘の設置は３０周年記

念事業のひとつ）

４．１ 看護学部附属看護実践研究指導センターを全国共同利用施設として設置

４．１ 大学院教育学研究科（修士課程）を設置（学校教育、国語教育、数学教育、音楽教

育、美術教育、英語教育６専攻、入学定員３５名）

４．１ 工学部画像工学科を分離して、画像工学科と画像応用工学科に改組

４．１０ 工学部が『千葉大学工学部六十年史』を刊行

４．― 医学部附属病院に集中治療部を増設

５．１３ ドイツ連邦共和国ゲオルグ・アウグスト大学ゲッティンゲンとはじめての姉妹大学

協定を締結

５．３１ 大学会館の利用を開始

６．１７ 学長選挙実施（１８日まで）。井出源四郎医学部長当選（８．１就任）

９．１ 「国立又は公立の大学における外国人教員の任用等に関する特別措置法」を公布

９．２４ 内閣総理大臣、この年度の人事院勧告実施の見送りを決定

１９８３（昭和５８）年

３．１４ 臨時行政調査会、「行政改革に関する第五次答申」（最終答申）を首相に提出

４．１ 大学院教育学研究科（修士課程）に理科教育（定員１０名）、社会科教育（定員１０

名）、保健体育（定員５名）の３専攻を設置

４．１ 大学院工学研究科（修士課程）に建築工学専攻（定員７名）を設置

４．１ 大学院園芸学研究科（修士課程）に園芸経済学専攻（定員１０名）を設置

４．１ 教育学部附属問題行動総合研究指導室（通称は教育相談研究センター）を設置

４．１ 庶務部庶務課に国際交流係を設置し、国際交流への本格的な取組みを開始

（１９８４．４．１国際主幹設置）

５．１ 亥鼻地区サークル会館の使用を開始

５．― 文部省、「民間等との共同研究の取扱い」を通知

７．２１ 評議会、臨時行政調査会答申への対応を開始

９．５ 生物活性研究所が第１回生物活性国際シンポジウムを主催（６日まで千葉市民会館

にて。テーマは「菌糸状微生物―その感染、中毒症ならびに治療」。文部省国際シ

ンポジウム開催経費を受けて本学が主催した最初の国際シンポジウム）

９．― 学生国際交流制度にもとづく最初の派遣学生をゲオルグ・アウグスト大学ゲッティ

ンゲンヘ留学させる

１９８４（昭和５９）年

１．１５ アメリカ合衆国アラバマ大学との交流協定書を交換
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１．１９ 外国人教員の任期に関する規程を施行する（任期は３年、再任可）

２．６ 学術審議会、学術研究体制の改善のための基本的施策について答申

３．１５ 評議会、１８歳人口の急増に対処するための臨時増募計画（１９８６年から）を了承

３．３１ 停年に関する規程を一部改正して、停年に達する日を「学年の末日」とする

４．１９ 総合大学院設置特別調査委員会および、その下に自然科学総合研究科部会を設置

（総合大学院に関する委員会が作業を終え、１９８４年３月評議会内第４小委員会で了

承をとり解散したのをうけて）

４．― 日本育英会奨学金に無利子貸与に有利子貸与が加わる

６．２６ 千葉地区大学一般教育研究会を近藤精造元教養部長、吉田治教養部長を中心に設立

（１１．１０千葉大学教養部で第１回総会ならびに研究発表）

６．― 文部省、「留学生受け入れ１０万人計画」を発表

７．１ 文部省、「大学局」を「高等教育局」と改称

８．― 関東甲信越地区大学体育大会を当番大学として開催

８．― 文部省、臨時教育審議会を設置

１９８５（昭和６０）年

３．３１ 教育学部特別教科（看護）教員養成課程を廃止

４．１ 文学研究科（修士課程）、社会科学研究科（修士課程）各定員１０名を設置

４．１ 医学部附属病院に輸血部を増設

５．１ 中華人民共和国湖南大学と交流に関する協定を締結（以下の交流協定については本

年表では記載しない）

９．１９ 大学院自然科学総合研究科（博士課程）設置準備委員会を設置

９．― 看護学部が『千葉大学看護学部１０年のあゆみ』を刊行

１９８６（昭和６１）年

２．２ 評議会、教員に対する退職勧奨の取扱基準を決定

４．１ 工学部附属天然色工学研究施設を改組して、学内共同利用施設・映像隔測研究セン

ターを設置

４．１ 工学研究科生産科学専攻（博士課程）を設置（千葉大学総合大学院構想に基づき、

将来は自然科学研究科の一専攻となることを予定 定員１８名）

４．― 臨時教育審議会、『大学教育に関する第二次答申』を発表（一般教育の理念と組織

についての大幅な見直しを求め、産・学・官の共同研究センター構想を提案）

５．２ 総合大学院設置特別調査委員会の下に人文・社会科学系総合研究科部会を設置

５．５ 国有財産関東地方審議会、米軍柏通信所跡地約２５haを千葉大学園芸学部附属農場

用地とする旨を答申

６．１２ 学長選挙実施。井出源四郎学長再選
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１９８７（昭和６２）年

４．１ 大学院理学研究科数理・物質科学専攻（博士課程）を設置（千葉大学総合大学院構

想にもとづき、将来は自然科学研究科の１専攻となることを予定 定員１５名）

４．１ 大学院教育学研究科に技術教育専攻（定員５名）を増設

５．２１ 生物活性研究所を廃止、転換して、真核微生物研究センターを全国共同利用施設と

して設置（発足時は教員１７名事務系職員１９名）

５．２１ 情報処理センターを改組して、学内共同利用施設として総合情報処理センターを設

置

５．― 医学部附属病院に冠動脈疾患治療部を増設

７．１６ 留学生委員会を設置

９．― 文部省、大学審議会を設置

１２．１７ 外国人受託研修員等を含めた、外国人研究者等の受け入れ方法を明確にするため、

「千葉大学外国人研究者受入規程」を施行

１９８８（昭和６３）年

４．１ 自然科学研究科を後期３年のみの博士課程として設置（環境科学専攻を増設し、従

前の数理・物質科学専攻および生産科学専攻を自然科学研究科に振り替え）

４．８ 医学部附属脳機能研究施設ならびに同環境疫学研究施設を発展的に改組することに

より、医学部附属高次機能制御研究センターを設置

４．２６ 永井幸喜学術・教育国際交流基金国際研究集会派遣（若手研究員対象）が発足

５．１９ 評議会、民間等外部の機関との共同研究について取扱規程を制定。民間との共同研

究の開始

６．１６ 学長選挙実施。吉田亮医学部教授当選（８．１就任）

７．１２ 臨時教育審議会で提言された「新テスト」（現在の入試センター試験）について、

対応の検討を開始

７．― 全学部が参加する千葉大学説明会をこの年から毎年７月に開催

１１．２４ １９９０年度入試を前期重視の分離・分割方式で実施することを決定

１２．― 大学審議会、「大学院制度の弾力化等について」を答申

１９８９（平成元）年

４．１ 工学部工業意匠学科、機械工学科、機械工学第二学科、電気工学科および電子工学

科の５学科（１共通講座）を、工業意匠学科、機械工学科、情報工学科および電気

電子工学科の４大学科（１共通講座）に改組し、かつ、大講座制を採用

４．１ 入学者選抜方法研究委員会を学長の諮問機関として設置

５．２９ 教育学部教育工学センターを改組して、教育学部附属教育実践研究指導センターを

設置

５．２９ 理学部附属海洋生物環境解析施設を改組して、理学部附属海洋生態系研究センター

年 表

９４７



を設置

５．２９ 医学部附属病院に卒後・生涯医学臨床研究部を増設

７．１ 評議会内に置く委員会を再編成し、第１（管理運営、大学改革、将来計画）、第２

（教育研究の組織体制）、第３（入試制度、選抜方法）小委員会を常置し、亥鼻地

区統合整備委員会を特別に置くこととする

７．１ 評議会内第３小委員会内情報環境整備専門部会と情報処理教育懇談会を統合し、情

報処理環境整備委員会を設置

７．１ 環境保全委員会から交通対策専門委員会を独立させ、交通安全対策委員会を設置

７．１ 総合大学院設置特別調査委員会内人文・社会科学系総合研究科部会を評議会内第２

小委員会の下の人文・社会科学系総合研究科問題専門部会に変更（１９９０．７に評議

会内第１小委員会の下の人文・社会科学系総合研究科設置計画専門部会に組織替

え）

７．８ 薬学部が『千葉大学薬学部百年史』を刊行

１９９０（平成２）年

１．１３ 共通第１次学力試験に代えて第１回大学入試センター試験が実施される（～１４）

４．１ 前年度に引き続き、工学部建築学科、建築工学科、工業化学科、合成科学科、画像

工学科および画像応用工学科の６学科を建築学科、応用化学科、機能材料工学科お

よび画像工学科の４大学科１共通講座に改組し、かつ大講座制を採用

５．２４ 寄附講座、寄附研究部門に関する規程を定める（最初の開設は１９９２年度からの看護

学部家族看護学（千葉銀行）講座）

７．１９ 評議会、全学的検討組織（一般教育関係等）を設置することを承認

８．― 文部省、生涯学習審議会を設置

９．１９ 千葉県留学生交流推進会議の設立に参加

１０．― 評議会内第１小委員会の決定に基づき、法経学部改組・新学部設置計画専門部会同

専門部会を設置

―．― 看護系大学協議会は、看護学の分野での高等教育充実のために看護系大学教員養成

のための機関である大学院、修士・博士課程の増設ないし新設を急務としてつよく

要望

―．― 暮れから翌年初頭にかけ、文・教育・法経・理の各学部長と教養部長による５部局

長将来計画打合せ会

―．― １９９１年度入学者選抜以降「身体に障害を有する入学志願者との４者事前協議」が定

例化

１９９１（平成３）年

２．８ 大学審議会、「大学教育の改善について」、「学位制度の見直し及び大学院の評価に

ついて」、「学位授与機関の創設について」を答申

２．２１ 学長が評議会に「千葉大学教養部・法経学部改組（学長提案）」を提出（賛同を得
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られず）

２．― 「教育改革の基本計画」を主な内容とする大学教育ニュース『探究』第１号を発行

３．５ 評議会内第２小委員会に一般教育等検討専門部会を設置

４．１ 園芸学部を生物生産科学科、緑地・環境学科、園芸経済学科の３学科９大講座に改

組

４．１ 大学院教育学研究科に家政教育専攻（定員５名）を増設

４．１２ 留学生センターを設置。あわせて留学生課を設置

５．― 大学審議会、「平成５年度以降の高等教育の計画的整備について」「大学院の整備充

実について」「大学設置基準等及び学位規則の改正について」を答申

７．１ 文部省、新大学設置基準を施行（いわゆる「大綱化」）

７．１８ 評議会内第１小委員会の審議事項に「大学の自己点検・評価」を追加することを決

定

７．１８ 評議会内に新たに拡大第１小委員会（大学改革関係）を設置

１０．２５ 学長、「千葉大学改革の視点と方策」を提出

―．― 評議会で学長が見解を表明、翌１９９２年から辞令などごく限られた書類を除いて、本

人の希望にもとづき通称・旧姓併記が認められる

１９９２（平成４）年

２．２ 「千葉大学自己点検・評価に関する要綱」を決定

４．１ 教育学部に特殊教育特別専攻科（発達障害）を設置（１年課程及び現職教育者のた

めの２年課程、臨時言語障害教育教員養成課程は１９９２年度で廃止）

４．１ アイソトープ総合センターを学内共同利用施設として設置

４．７ 千葉大学自己点検・評価委員会を設置（学長以下各部局長のほか学内共同利用施設

の長からなる）。以降、全部局にそれぞれ自己点検・評価委員会が設置

４．― 情報処理教育システム（総合情報処理センターのX端末約１００台とそのクライアン

トとなるワークステーション）が稼働

４．― 人間環境学部設置構想（案）、文化科学部設置構想（案）、教育学部生涯教育課程

（案）、理学部講座改組・整備（案）、園芸学部の改革構想等を審議。あわせて一般

教育等検討専門部会による新カリキュラム説明書を検討

５．１ 土曜閉庁（週休２日制）の完全実施（とくに定める部局等を除く）

６．１１ 学長選挙実施。吉田亮学長再選

８．― 関東甲信越地区大学体育大会を当番大学として開催

９．１７ 千葉大学教務委員会を設置。あわせて普遍教育等専門部会を置く

９．２８ 大学院博士課程後期の優秀な学生に対して、教育補助業務を行わせる「ティーチン

グ・アシスタント」を導入

１０．１５ リカレント教育推進委員会を設置

１１．１ 学長、部局長会議に「千葉大学の高度化・個性化・活性化のための方策」を提示
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１９９３（平成５）年

３．９ 拡大第１小委員会（大学改革関係）が「大学改革にかかる諸構想について」を審議

３．― 冊子『千葉大学のめざす新しいカリキュラム 教育改革の基本計画』を公表、全学

教職員に配布

４．１ 大学院看護学研究科博士後期課程（定員９名）が設置（国立大学ではじめての看護

系博士後期課程）

４．― 医学部附属病院に形成外科を増設

４．― 学術情報センター（SINET）、東京大学大型計算機センター（TRAIN）を経由し

てインターネットに接続

６．１１ 冊子『千葉大学のめざす新しいカリキュラム 実施計画』を公表、全学教職員に配

布

９．１７ 評議会、「千葉大学新カリキュラム説明書（要約）」および千葉大学教務委員会規程

案を承認

９．― 千葉大学自己点検・評価報告書『現状と課題 千葉大学―常により高きものへ―』

を刊行

１１．― 国立大学協会、１９９７年度から国立大学においては「分離・分割方式」に統合するこ

ととし、「受験機会の複数化」と「入りたい大学」への可能性をさらに確実なもの

とするため、「前期日程」に偏っていた募集人員を是正し、「後期日程」の募集人員

比率を３０％以上とすることを決定

―．― 千葉県、千葉市、千葉県商工会議所、県内他大学等関係機関と協力して、千葉地域

リカレント教育推進協議会に参加（社会人・職業人のためのリカレント学習事業に

成果をあげた。１９９５年までの３年間）

１９９４（平成６）年

３．３１ 教養部を廃止。『教養部のあゆみ』を刊行

３．― 教養部に「一般情報処理教育システム」を導入

４．１ 千葉大学教務委員会を普遍教育の実施時から千葉大学教育委員会と改称

４．１ 総合大学院自然科学研究科（博士後期課程）を改組して、情報システム科学専攻を

増設

４．１ 工学研究科（修士課程）を改組して、専攻の名称を変更するとともに機能材料工学

専攻を増設

４．１ 文学部を改組して、行動科学科、史学科、日本文化学科、国際言語文化学科の４学

科とする（教養部廃止と関係）

４．１ 教育学部にスポーツ科学課程を増設（教養部廃止と関係）

４．１ 理学部を改組して、数学・情報数理学科、物理学科、化学科、生物学科、地球科学

科の５学科とする（教養部廃止と関係）

４．― 新カリキュラムを実施
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６．２４ 薬学部附属薬用資源教育研究センターを設置

６．２４ 外国語センターを設置

６．２４ 共同研究推進センターを学内共同利用施設として設置

６．２４ 庶務部に企画室を設置して、普遍教育実施のために事務体制を整備（教養部廃止と

関係）

６．― 学長選挙実施。丸山工作理学部長当選（８．１就任）

６．― 「一気飲み」・「飲酒の強要」の禁止、コンパ等での飲酒の自粛について学長が告示

７．― 新カリキュラム（普遍教育）について１年次学生へのアンケート調査

１９９５（平成７）年

１．１７ この日に発生した阪神淡路大震災に対応し、志願者の出願不能な事態、精神的動揺

等に配慮し、出願期日の延長・試験日の新たな設定をして試験を実施

２．１ 留学生および外国人研究者のための宿舎として国際交流会館等を整備

３．１６ シンポジウム「普遍教育これでいいのか 一年の反省と教訓」を開催

４．１ 学長特別補佐を設置

４．１ 映像隔測研究センターを改組転換し、全国共同利用研究施設として環境リモートセ

ンシング研究センターを設置

４．１ 社会文化科学研究科を設置

４．１ 生涯学習推進委員会を設置し、この年から公開講座を全学公開講座（教務課担当）

と部局主催講座（部局担当）の二本建で実施することとする

４．― 医学部附属病院に病理部を設置

４．― けやき会館竣工、利用を開始

７．２ 国際交流基本構想委員会を設置

１０．１４ 千葉大学生涯学習友の会「けやき倶楽部」が発足

１１．― 「科学技術基本法」が制定される

１２．１４ 創立五十周年記念事業検討委員会を設置

―．― 千葉大学国際研究集会助成制度を発足

１９９６（平成８）年

４．１ 東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（後期３年のみの博士課程）が設置さ

れ、同研究科に本学教育学部が参加

４．１ 大学院自然科学研究科（博士課程）に多様性科学専攻を増設。博士課程の４専攻を

後期課程とし、理学研究科、工学研究科、園芸学研究科の各修士課程を廃止してそ

の前期課程とする区分制博士課程への改組を実施（理学部、工学部、園芸学部一部

定員を本研究科へ以降）

４．１ 国際交流基本構想委員会の答申に基づき、千葉大学国際交流委員会（委員長は学

長、委員は評議員）を設置

４．― 小仲台地区宿舎の集中管理を開始
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５．１１ 教育学部に教育実践研究指導センターおよび問題行動総合研究指導室を廃止転換し

て、附属教育実践総合センターを設置

５．１１ 医学部附属病院に光学医療診療部を増設。副学長を設置（文部省令「国立学校設置

法施行規則の一部を改正する省令」施行による）

５．１１ 学生部を事務局に一元化

５．１１ 庶務部を総務部へ名称変更。あわせて国際交流課を設置

５．１１ 創立五十周年記念事業委員会が、同準備委員会を廃止して発足（この下に記念事業

募金推進委員会と五十年史編集委員会を設置（５．１４））

７．― 夏休み期間に高校生を対象に、大学における新しい教育研究の一端に触れさせるこ

とを意図するサマースクールを開催

８．３ 大学院博士課程後期の優秀な学生に対して、研究補助業務を行わせる「リサーチ・

アシスタント」を導入

８．― 文部省、「科学技術基本計画」を策定

９．― 文部省短期留学推進制度に基づく派遣を実施

１０．― 短期留学国際プログラム（J―PAC）による集中受け入れを開始

１１．２１ 大学における高校生および高校卒資格のない社会人に科目等履修生としての入学資

格を認めることとする（１９９７年度より実施）

１２．１８ 評議会、「千葉大学における教員の任期に関する規程」を承認（教員任期制の導

入）

―．― １９９６年度から千葉大学委任経理金共通経費を発足

―．― １９９６年度から千葉大学大学院生海外派遣制度を発足

―．― 理学部附属海洋生態系研究センター、工学部電気電子工学科、真核微生物研究セン

ター、附属図書館（本館のサービス部門）について外部評価を実施

１９９７（平成９）年

２．― 国立大学協会の決定（１９９３）に基づき、個別学力検査を「分離・分割方式」に統合

４．１ 真核微生物研究センターを廃止転換して、真菌医学研究センター設置

４．１ 大学院薬学研究科に独立専攻（医療薬学専攻）を設置（薬学部の一部の教員定員を

大学院研究科へ移行）

４．１ 大学院自然科学研究科に人工システム科学専攻、生命資源科学専攻を増設

４．― 全国の教員養成系大学・学部における入学定員３年間５，０００人減員の計画が発表さ

れる

４．― スペース・コラボレーション・システム（衛星を利用する大学間遠隔教育研究支援

のシステム）を導入

６．２６ 中央教育審議会、第２次答申「２１世紀を展望した我が国の教育のあり方について」

において、希有な才能の持ち主に対して大学入学年齢制限を１７才に緩和すること、

また当面対象分野は数学・物理に限ると答申

６．２６ 評議会、先進科学プログラムの導入を了承（１２月に選抜を実施）
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６．― 広報委員会が大学としての公式のウェブサイトの運営を開始

１０．１ 先進科学センターを学内措置により設置

１２．８ 「千葉大学普遍教育シンポジウム―現状と課題」を開催

―．― 普遍教育等、文学部、環境リモートセンシング研究センター、外国語センターにつ

いて外部評価を実施

―．― 大学基準協会による相互認定を実施

１９９８（平成１０）年

１．２２ 学長、「普遍教育に対する学長提案」を発表（１月２２日の評議会を経て電子メール

で教員全員に通知）

１．― 報告書「千葉大学の事務処理体制の再編整備について」をまとめ、これ以降の本学

の事務組織再編整備の方針とする

４．１ 大学院医学研究科に大学院独立専攻（高次機能系専攻）を設置

４．１ 大学院自然科学研究科の一部を物質高次科学専攻、情報科学専攻、人間・地球環境

科学専攻に改組

４．１ 大学院文学研究科を人文科学専攻のみ（定員３０名）に改組

４．１ 先進科学プログラムを開始（入学者３名）

４．９ 評議会、大学院自然科学研究科の相科学講座とエネルギー多様性科学講座の「主と

して研究に従事する者に限る」助手ポストに任期制（いずれも任期５年、再任不

可）導入を承認

６．１１ 学長選挙実施。磯野可一名誉教授当選（８．１着任）

６．― 各部局ごとの職員組合を統合して千葉大学教職員組合が発足

１０．２６ 大学審議会、「２１世紀の大学像と今後の改革方策について―競争的環境の中で個性

が輝く大学―」を答申
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役 職 者 一 覧



【学 長】

（就 任） （退 任）

昭和２４．５．３１ 昭和３２．５．３１ 小 池 敬 事

昭和３２．６．１ 昭和３６．５．３１ 小 林 政 一

昭和３６．６．１ 昭和３７．１．３０ 荒 木 直 躬

昭和３７．１．３０ 昭和３７．３．１（事務取扱） 谷 川 久 治

昭和３７．３．２ 昭和４３．３．１ 谷 川 久 治

昭和４３．３．２ 昭和４４．４．１ 川喜田 愛 郎

昭和４４．４．１ 昭和４４．６．２３（事務取扱） 湊 顕

昭和４４．６．２４ 昭和４５．７．３１（事務取扱） 香 月 秀 雄

昭和４５．８．１ 昭和５１．７．３１ 相 磯 和 嘉

昭和５１．８．１ 昭和５７．７．３１ 香 月 秀 雄

昭和５７．８．１ 昭和６３．７．３１ 井 出 源四郎

昭和６３．８．１ 平成６．７．３１ 吉 田 亮

平成６．８．１ 平成１０．７．３１ 丸 山 工 作

平成１０．８．１ 磯 野 可 一

【副 学 長】

（就 任） （退 任）

平成８．５．１１ 平成１０．７．３１ 野 口 薫

平成８．５．１１ 平成１０．７．３１ 澤 井 哲 夫

平成１０．１０．１ 南 塚 信 吾

平成１０．１０．１ 伊 東 正

【学部長等】

〔文学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和５６．４．１４ 昭和５８．４．１３ 中 村 秀 吉
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昭和５８．４．１４ 昭和６２．４．１３ 宇 野 俊 一

昭和６２．４．１４ 平成元．４．１３ 柏 木 繁 男

平成元．４．１４ 平成５．４．１３ 下 村 由 一

平成５．４．１４ 平成７．４．１３ 栃 木 孝 惟

平成７．４．１４ 平成１１．４．１３ 御 領 謙

平成１１．４．１４ 倉 智 恒 夫

〔教育学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和２５．４．１ 昭和２７．７．１５ 野 村 武 衛

昭和２７．７．１６ 昭和３２．３．３０ 佐 藤 良一郎

昭和３２．３．３１ 昭和３３．１１．１４ 小木曽 恩

昭和３３．１１．１５ 昭和３５．３．３１ 津 川 正 美

昭和３５．４．１ 昭和３６．３．３１ 水 野 治 隆

昭和３６．４．１ 昭和４４．３．３１ 芳 野 英 昌

昭和４４．４．１ 昭和４４．５．３１ 香 村 寛 蔵

昭和４４．６．１ 昭和４４．６．３０（事務取扱） 飯 田 朝

昭和４４．７．１ 昭和４７．６．３０ 香 村 寛 蔵

昭和４７．７．１ 昭和５０．６．３０ 飯 田 朝

昭和５０．７．１ 昭和５４．６．３０ 深 山 幹 夫

昭和５４．７．１ 昭和５６．６．３０ 井 上 弘

昭和５６．７．１ 昭和６０．６．３０ 四ノ宮 晟

昭和６０．７．１ 昭和６２．３．３１ 杉 岡 司 馬

昭和６２．４．１ 平成元．３．３１ 坂 本 昇 一

平成元．４．１ 平成５．３．３１ 内 田 正 男

平成５．４．１ 平成９．３．３１ 宇佐美 寛

平成９．４．１ 水 内 宏

役職者一覧
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〔法経学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和５６．４．１４ 昭和５８．４．１３ 清水川 繁 雄

昭和５８．４．１４ 昭和６０．４．１３ 尾 吹 善 人

昭和６０．４．１４ 昭和６２．４．１３ 杉 岡 碩 夫

昭和６２．４．１４ 平成元．４．１３ 尾 吹 善 人

平成元．４．１４ 平成３．４．１３ 唯 是 康 彦

平成３．４．１４ 平成５．４．１３ 中 川 良 延

平成５．４．１４ 平成７．４．１３ 小 松 憲 治

平成７．４．１４ 平成９．４．１３ 丸 山 英 氣

平成９．４．１４ 平成１１．４．１３ 葉 山 滉

平成１１．４．１４ 手 塚 和 彰

〔理学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和４３．４．１ 昭和４４．２．２８（事務取扱） 川喜田 愛 郎

昭和４４．３．１ 昭和４４．６．１２ 山 口 太三郎

昭和４４．６．１３ 昭和４９．６．１２ 沼 田 真

昭和４９．６．１３ 昭和５１．４．１ 熊 谷 寛 夫

昭和５１．４．２ 昭和５５．４．１ 沼 田 真

昭和５５．４．２ 昭和５９．４．１ 浅 井 晃

昭和５９．４．２ 昭和６１．３．３１ 渡 邊 康 義

昭和６１．４．１ 平成２．３．３１ 飛 田 亨

平成２．４．１ 平成６．３．３１ 坂 上 澄 夫

平成６．４．１ 平成６．７．３１ 丸 山 工 作

平成６．８．１ 平成１０．３．３１ 川 崎 昭一郎

平成１０．４．１ 田 栗 正 章

役職者一覧
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〔医学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和２４．５．３１ 昭和２４．１０．５ 小 池 敬 事

昭和２４．１０．６ 昭和２７．１０．４ 加賀谷 勇之助

昭和２７．１０．５ 昭和３０．１０．４ 赤 松 茂

昭和３０．１０．５ 昭和３３．１０．４ 荒 木 直 躬

昭和３３．１０．５ 昭和３７．３．１ 谷 川 久 治

昭和３７．３．２ 昭和３７．３．３１（事務取扱） 谷 川 久 治

昭和３７．４．１ 昭和３９．３．３１ 鈴 木 正 夫

昭和３９．４．１ 昭和４２．３．３１ � 沢 延次郎

昭和４２．４．１ 昭和４３．１．１１ 鈴 木 次 郎

昭和４３．１．１１ 昭和４３．１．２４（事務取扱） 谷 川 久 治

昭和４３．１．２５ 昭和４４．５．２９ 小 林 龍 男

昭和４４．５．３０ 昭和４４．１１．３０（事務取扱） 相 磯 和 嘉

昭和４４．１２．１ 昭和４５．７．３１ 相 磯 和 嘉

昭和４５．８．１ 昭和４８．３．３１ 松 本 胖

昭和４８．４．１ 昭和５０．３．３１ 横 川 宗 雄

昭和５０．４．１ 昭和５１．７．３１ 香 月 秀 雄

昭和５１．８．１ 昭和５３．７．３１ 横 川 宗 雄

昭和５３．８．１ 昭和５７．７．３１ 井 出 源四郎

昭和５７．８．１ 昭和５９．７．３１ 萩 原 彌四郎

昭和５９．８．１ 昭和６１．７．３１ 吉 田 亮

昭和６１．８．１ 昭和６３．７．３１ 木 村 康

昭和６３．８．１ 平成２．７．３１ 村 山 智

平成２．８．１ 平成４．７．３１ 林 豊

平成４．８．１ 平成６．７．３１ 近 藤 洋一郎

平成６．８．１ 平成８．７．３１ 高 橋 英 世

平成８．８．１ 谷 口 克

役職者一覧

９６０



〔医学部附属病院長〕

（就 任） （退 任）

昭和２４．１２．１ 昭和２６．９．３０ 中 山 恒 明

昭和２６．１０．１ 昭和２８．９．３０ 佐々木 哲 丸

昭和２８．１０．１ 昭和３０．９．３０ 竹 内 勝

昭和３０．１０．１ 昭和３２．９．３０ 北 村 武

昭和３２．１０．１ 昭和３４．９．３０ 斉 藤 十 六

昭和３４．１０．１ 昭和３６．９．３０ 鈴 木 次 郎

昭和３６．１０．１ 昭和３８．９．３０ 筧 弘 毅

昭和３８．１０．１ 昭和４１．４．１５ 三 輪 清 三

昭和４１．４．１６ 昭和４２．３．３１ 鈴 木 次 郎

昭和４２．４．１ 昭和４４．３．３１ 松 本 胖

昭和４４．４．１ 昭和４６．３．３１ 百 瀬 剛 一

昭和４６．４．１ 昭和５０．３．３１ 香 月 秀 雄

昭和５０．４．１ 昭和５２．３．３１ 久 保 政 次

昭和５２．４．１ 昭和５６．３．３１ 佐 藤 博

昭和５６．４．１ 昭和５８．３．３１ 渡 � 昌 平

昭和５８．４．１ 昭和６０．３．３１ 米 澤 利 英

昭和６０．４．１ 昭和６２．３．３１ 稲 垣 義 明

昭和６２．４．１ 平成元．３．３１ 高見澤 裕 吉

平成元．４．１ 平成３．３．３１ 岡 本 昭 二

平成３．４．１ 平成５．３．３１ 金 子 敏 郎

平成５．４．１ 平成７．３．３１ 磯 野 可 一

平成７．４．１ 平成９．３．３１ 新 美 仁 男

平成９．４．１ 山 浦 晶

〔薬学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和２４．７．４ 昭和２６．９．３０ 宮 木 高 明

昭和２６．１０．１ 昭和２８．４．３０ 三 宅 良 一

昭和２８．５．１ 昭和３０．１０．９（事務取扱） 小 池 敬 事

役職者一覧
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昭和３０．１０．１０ 昭和３３．１０．９ 宮 木 高 明

昭和３３．１０．１０ 昭和３３．１１．１４（事務取扱） 宮 木 高 明

昭和３３．１１．１５ 昭和３５．３．３１ 小 幡 武 郎

昭和３５．４．１ 昭和３７．４．３０ 萩 庭 丈 寿

昭和３７．５．１ 昭和３９．４．３０ 湊 顕

昭和３９．５．１ 昭和４１．４．３０ 萩 庭 丈 寿

昭和４１．５．１ 昭和４３．４．３０ 三 宅 良 一

昭和４３．５．１ 昭和４６．３．３１ 湊 顕

昭和４６．４．１ 昭和４８．４．３０ 三 宅 良 一

昭和４８．５．１ 昭和５０．４．３０ 北 川 晴 雄

昭和５０．５．１ 昭和５２．４．３０ 山 根 靖 弘

昭和５２．５．１ 昭和５４．４．３０ 山 岸 三 郎

昭和５４．５．１ 昭和５６．４．３０ 日 野 亨

昭和５６．５．１ 昭和５８．４．３０ 仲 井 由 宣

昭和５８．５．１ 昭和６０．４．３０ 山 根 靖 弘

昭和６０．５．１ 昭和６２．４．６ 北 川 晴 雄

昭和６２．４．６ 昭和６２．４．３０（事務取扱） 坂 井 進一郎

昭和６２．５．１ 平成元．４．３０ 坂 井 進一郎

平成元．５．１ 平成３．４．３０ 廣 瀬 聖 雄

平成３．５．１ 平成５．４．３０ 渡 辺 和 夫

平成５．５．１ 平成７．４．３０ 山 崎 幹 夫

平成７．５．１ 平成９．４．３０ 畝 本 力

平成９．５．１ 平成１１．４．３０ 今 成 登志男

平成１１．５．１ 五十嵐 一 衛

〔看護学部長〕（昭和５０．４．２２前は看護学部創設準備室長）

（就 任） （退 任）

昭和４９．４．１１ 昭和５０．４．２１ 松 本 胖

昭和５０．４．２２ 昭和５２．５．３１ 松 本 胖

昭和５２．６．１ 昭和５４．４．１ 宮 入 正 人

昭和５４．４．２ 昭和５８．４．１ 石 黒 義 彦

役職者一覧
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昭和５８．４．２ 昭和６０．４．１ 見 藤 隆 子

昭和６０．４．２ 昭和６２．４．１ 石 川 稔 生

昭和６２．４．２ 平成３．４．１ 吉 武 香代子

平成３．４．２ 平成７．４．１ 平 山 朝 子

平成７．４．２ 平成９．３．３１ 前 原 澄 子

平成９．４．１ 野 口 美和子

〔工学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和２６．４．１ 昭和３２．３．３０ 小 林 政 一

昭和３２．３．３１ 昭和３８．３．３１ 長谷川 一 郎

昭和３８．４．１ 昭和４１．３．３１ 辻 井 静 二

昭和４１．４．１ 昭和４４．６．６ 茂 木 今朝吉

昭和４４．６．７ 昭和４７．６．６ 分 島 拓

昭和４７．６．７ 昭和５０．６．６ 浅 野 彌 祐

昭和５０．６．７ 昭和５４．６．６ 須 賀 恭 一

昭和５４．６．７ 昭和５６．６．６ 小 原 二 郎

昭和５６．６．７ 昭和５８．６．６ 須 賀 恭 一

昭和５８．６．７ 昭和５９．９．４ 橋 本 栄 久

昭和５９．９．４ 昭和５９．１０．１５（事務取扱） 山 本 博

昭和５９．１０．１５ 昭和６３．３．３１ 山 本 博

昭和６３．４．１ 平成２．３．３１ 渡 邊 鋼市郎

平成２．４．１ 平成６．３．３１ 鈴 木 邁

平成６．４．１ 平成１０．３．３１ 大 川 澄 雄

平成１０．４．１ 山 口 正 恆

〔園芸学部長〕

（就 任） （退 任）

昭和２４．５．３１ 昭和３１．３．２ 武 田 憲 治

昭和３１．３．３ 昭和３１．３．３１（事務取扱） 小 池 敬 事

役職者一覧
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昭和３１．４．１ 昭和３４．３．３１ 加 藤 治

昭和３４．４．１ 昭和３７．３．３１ 吉 江 修 司

昭和３７．４．１ 昭和４０．３．３１ 河 村 貞之助

昭和４０．４．１ 昭和４３．３．３１ 林 四 郎

昭和４３．４．１ 昭和４８．３．３１ 永 澤 勝 雄

昭和４８．４．１ 昭和５０．３．３１ 藤 井 健 雄

昭和５０．４．１ 昭和５４．３．３１ 飯 田 格

昭和５４．４．１ 昭和５８．３．３１ 小 島 道 也

昭和５８．４．１ 昭和６０．３．３１ 大 泉 久 一

昭和６０．４．１ 平成元．３．３１ 羽 生 寿 郎

平成元．４．１ 平成５．３．３１ 嶋 田 典 司

平成５．４．１ 平成９．３．３１ 高 崎 康 夫

平成９．４．１ 平成１１．３．３１ 中 山 敬 一

平成１１．４．１ 古 在 豊 樹

〔大学院自然科学研究科長〕

（就 任） （退 任）

昭和６３．４．１ 平成４．３．３１ 伊 藤 誠

平成４．４．１ 平成６．３．３１ 戸 谷 隆 美

平成６．４．１ 平成８．３．３１ 田 畑 貞 壽

平成８．４．１ 村 上 雅 也

〔大学院社会文化科学研究科長〕

（就 任） （退 任）

平成７．４．１ 平成９．３．３１ 南 塚 信 吾

平成９．４．１ 平成１１．３．３１ 岩 田 昌 征

平成１１．４．１ 水之江 有 一

役職者一覧

９６４



〔附属図書館長〕

（就 任） （退 任）

昭和２４．９．２６ 昭和２８．３．３１ 大 岡 保 三

昭和２８．４．１ 昭和２８．１０．３１ 前 田 鷹 衛

昭和２８．１１．１ 昭和３１．１．３１ 吉 岡 俊 亮

昭和３１．２．１ 昭和３４．１．３１ 田 中 康 一

昭和３４．２．１ 昭和３５．３．３１ 山 岸 忠 夫

昭和３５．４．１ 昭和３９．１０．１５ 吉 武 好 孝

昭和３９．１０．１６ 昭和４２．３．３１ 荒 井 栄

昭和４２．４．１ 昭和４４．７．３１ 緒 方 惟 精

昭和４４．８．１ 昭和４７．７．３１ 荻 原 浅 男

昭和４７．８．１ 昭和４９．３．３１ 市 原 権三郎

昭和４９．４．１ 昭和５１．３．３１ 石 田 周 三

昭和５１．４．１ 昭和５３．３．３１ 三 浦 義 彰

昭和５３．４．１ 昭和５５．３．３１ 竹 田 厚太郎

昭和５５．４．１ 昭和５８．４．１ 沼 田 眞

昭和５８．４．２ 昭和６１．３．３１ 飯 田 格

昭和６１．４．１ 平成２．３．３１ 山 根 靖 弘

平成２．４．１ 平成６．３．３１ 宇 野 俊 一

平成６．４．１ 平成８．３．３１ 下 村 由 一

平成８．４．１ 平成１０．３．３１ 山 口 正 恆

平成１０．４．１ 土 屋 俊

〔分析センター長〕

（就 任） （退 任）

昭和５３．４．１ 昭和６２．５．３１ 坂 井 進一郎

昭和６２．６．１ 平成５．５．３１ 日 野 亨

平成５．４．１ 平成７．３．３１ 坂 井 進一郎

平成７．４．１ 平成９．３．３１ 横 山 正 孝

平成９．４．１ 平成１１．３．３１ 上 松 敬 禧

平成１１．４．１ 相 見 則 郎

役職者一覧
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〔総合情報処理センター長〕

（就 任） （退 任）

昭和６２．５．２１ 昭和６３．３．３１ 山 本 博

昭和６３．４．１ 平成２．３．３１ 渡 辺 鋼市郎

平成２．４．１ 平成４．３．３１ 鈴 木 邁

平成４．４．１ 平成８．３．３１ 山 口 正 恆

平成８．４．１ 平成１０．３．３１ 土 屋 俊

平成１０．４．１ 島 倉 信

〔留学生センター長〕

（就 任） （退 任）

平成３．４．１２ 平成４．１２．５ 松 元 泰 忠

平成４．１２．２２ 平成５．３．３１（事務取扱） 野 口 薫

平成５．４．１ 平成６．２．１５ 岩 淵 晋

平成６．２．１６ 平成６．３．３１（事務取扱） 野 口 薫

平成６．４．１ 平成７．３．３１ 野 口 薫

平成７．４．１ 平成１１．３．２３ 池 田 嘉 男

平成１１．４．１ 中 野 實

〔アイソトープ総合センター長〕

（就 任） （退 任）

平成４．４．１０ 平成７．４．３０ 畝 本 力

平成７．５．１ 大 橋 國 雄

〔外国語センター長〕

（就 任） （退 任）

平成６．６．２４ 平成１０．３．３１ 金 子 亨

平成１０．４．１ 平成１１．２．２８ 南 塚 信 吾

平成１１．３．１ 久保田 正 人

役職者一覧
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〔共同研究推進センター長〕

（就 任） （退 任）

平成６．６．２４ 平成８．３．３１ 山 田 和 俊

平成８．４．１ 平成１１．３．３１ 吉 田 嘉太郎

平成１１．４．１ 山 岡 亞 夫

〔海洋バイオシステム研究センター長〕

（就 任） （退 任）

平成１１．４．１ 宮 崎 龍 雄

〔先進科学教育センター長〕（平成１１．４．１前は先進科学センター長）

（就 任） （退 任）

平成９．１０．１ 平成１１．３．３１ 原 田 義 也

平成１１．４．１ 大 川 澄 雄

〔環境リモートセンシング研究センター長〕

（就 任） （退 任）

平成７．４．１ 平成９．３．３１ 新 藤 静 夫

平成９．４．１ 平成１０．３．３１ 浅 井 冨 雄

平成１０．４．１ 安 田 嘉 純

〔真菌医学研究センター長〕

（就 任） （退 任）

平成９．４．１ 平成１１．３．３１ 宮 治 誠

平成１１．４．１ 西 村 和 子

役職者一覧
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〔保健管理センター所長〕

（就 任） （退 任）

昭和４８．４．１２ 昭和４８．１０．１５（事務取扱） 村 越 康 一

昭和４８．１０．１６ 昭和５２．１０．１５ 村 越 康 一

昭和５２．１０．１６ 平成５．３．３１ 木 下 安 弘

平成５．４．１ 長 尾 啓 一

〔有害廃棄物処理施設長〕

（就 任） （退 任）

昭和５５．３．１７ 昭和５６．６．６ 小 原 二 郎

昭和５６．６．７ 昭和５８．６．６ 須 賀 恭 一

昭和５８．６．７ 昭和５９．９．４ 橋 本 栄 久

昭和５９．９．４ 昭和５９．１０．１４（事務取扱） 山 本 博

昭和５９．１０．１５ 昭和６３．３．３１ 山 本 博

昭和６３．４．１ 平成２．３．３１ 渡 辺 鋼市郎

平成２．４．１ 平成６．３．３１ 鈴 木 邁

平成６．４．１ 平成１０．３．３１ 大 川 澄 雄

平成１０．４．１ 山 口 正 恆

〔電子光情報基盤技術研究センター長〕

（就 任） （退 任）

平成１１．２．１ 吉 川 明 彦

【学部長等】（平成１１年４月現在 廃止となっている部局等）

役職者一覧
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〔生物活性研究所長〕（昭和４８．９．２９前は腐敗研究所長）

（昭和６２．５．２０限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２４．５．３１ 昭和２９．３．３１ 小 池 敬 事

昭和２９．４．１ 昭和３２．５．２１（事務取扱） 小 池 敬 事

昭和３２．５．２２ 昭和３８．５．２１ 相 磯 和 嘉

昭和３８．５．２２ 昭和４１．５．２１ 宮 木 高 明

昭和４１．５．２２ 昭和４４．５．２１ 相 磯 和 嘉

昭和４４．５．２２ 昭和４４．８．４（事務取扱） 宮 木 高 明

昭和４４．８．５ 昭和４９．１．９ 宮 木 高 明

昭和４９．１．１０ 昭和４９．３．３１（事務取扱） 相 磯 和 嘉

昭和４９．４．１ 昭和５３．３．３１ 新 井 正

昭和５３．４．１ 昭和５７．３．３１ 久 我 哲 郎

昭和５７．４．１ 昭和６１．３．３１ 新 井 正

昭和６１．４．１ 昭和６２．５．２０ 久 我 哲 郎

〔学芸学部長〕（昭和２５．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２４．６．１５ 昭和２５．３．３１ 野 村 武 衛

〔工芸学部長〕（昭和２６．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２４．６．２６ 昭和２５．７．３０ 白 井 武

昭和２５．７．３１ 昭和２６．２．９（事務取扱） 小 池 敬 事

昭和２６．２．１０ 昭和２６．３．３１ 小 林 政 一

役職者一覧
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〔学生部長〕（昭和２７．１０．１前は教務厚生部長）

（平成８．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２４．７．１１ 昭和２５．８．３０ 長谷川 修 一

昭和２５．９．１５ 昭和２７．９．３０ 柏 木 嵩

昭和２７．１０．１ 昭和３９．３．３１ 柏 木 嵩

昭和３９．４．１ 昭和４１．３．３１ 小 林 龍 男

昭和４１．４．１ 昭和４３．３．３１ 石 田 周 三

昭和４３．４．１ 昭和４４．７．３１ 多 田 顕

昭和４４．８．１ 昭和４５．１２．３１ 竹 田 厚太郎

昭和４６．１．１ 昭和４９．１２．３１ 小 松 光

昭和５０．１．１ 昭和５０．３．１９（事務取扱） 小 松 光

昭和５０．３．２０ 昭和５４．３．１９ 西 田 誠

昭和５４．３．２０ 昭和５８．３．１９ 近 藤 精 造

昭和５８．３．２０ 昭和６１．３．３１ 岩 月 精 三

昭和６１．４．１ 平成２．３．３１ 鈴 木 邁

平成２．４．１ 平成６．３．３１ 野 口 薫

平成６．４．１ 平成８．３．３１ 河 西 宏 祐

〔文理学部長〕（昭和５０．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２５．４．１ 昭和２８．７．３１（事務取扱） 小 池 敬 事

昭和２８．８．１ 昭和３０．１１．３０ 前 田 鷹 衛

昭和３０．１２．１ 昭和３２．１２．３１ 吉 岡 俊 亮

昭和３３．１．１ 昭和３４．１２．３１ 長谷川 理 衛

昭和３５．１．１ 昭和３６．１２．３１ 川 口 幹

昭和３７．１．１ 昭和３９．１２．３１ 長 友 治郎吉

昭和４０．１．１ 昭和４３．４．３０ 望 月 衛

昭和４３．５．１ 昭和４７．３．３１ 鶴 見 卓 三

昭和４７．４．１ 昭和５０．３．３１ 白 田 貴 郎

役職者一覧
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〔工業短期大学部主事〕（昭和５４．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和２７．４．１ 昭和３２．２．２８ 小 林 政 一

昭和３２．３．１ 昭和３８．３．３１ 長谷川 一 郎

昭和３８．４．１ 昭和４１．３．３１ 辻 井 静 二

昭和４１．４．１ 昭和４４．３．３１ 茂 木 今朝吉

昭和４４．４．１ 昭和４８．３．３１ 仲 田 光

昭和４８．４．１ 昭和５１．３．３１ 志 茂 主 税

昭和５１．４．１ 昭和５１．５．１６（事務取扱） 須 賀 恭 一

昭和５１．５．１７ 昭和５４．３．３１ 須 賀 恭 一

〔留学生部長〕（昭和３９．４．１前は留学生課程主事）

（昭和４７．４．３０限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和３５．４．１ 昭和３６．１２．３１ 川 口 幹

昭和３７．１．１ 昭和３７．１０．３１ 長 友 治郎吉

昭和３７．１１．１ 昭和３９．７．３１（事務取扱） 谷 川 久 治

昭和３９．８．１ 昭和４１．７．３１ 田 中 大 二

昭和４１．８．１ 昭和４３．７．３１ 望 月 孝 逸

昭和４３．８．１ 昭和４５．７．３１ 三 橋 冨治男

昭和４５．８．１ 昭和４６．９．２５ 西 田 誠

昭和４６．９．２６ 昭和４７．４．３０（事務取扱） 相 磯 和 嘉

〔人文学部長〕（昭和６３．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和４３．４．１ 昭和４７．３．３１ 鶴 見 卓 三

昭和４７．４．１ 昭和５１．３．３１ 白 田 貴 郎

昭和５１．４．１ 昭和５５．３．３１ 小笠原 長 和

昭和５５．４．１ 昭和５６．４．１ 白 田 貴 郎

昭和５６．４．２ 昭和５６．４．１３（事務取扱） 中 村 秀 吉

役職者一覧
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昭和５６．４．１４ 昭和５８．４．１３ 中 村 秀 吉

昭和５８．４．１４ 昭和６０．３．３１ 尾 吹 善 人

昭和６０．４．１ 昭和６２．３．３１ 宇 野 俊 一

昭和６２．４．１ 昭和６３．３．３１ 尾 吹 善 人

〔教養部長〕（平成６．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和４３．４．１ 昭和４６．３．３１ 上 野 栄 雄

昭和４６．４．１ 昭和５０．３．３１ 竹 田 厚太郎

昭和５０．４．１ 昭和５２．３．３１ 近 藤 精 造

昭和５２．４．１ 昭和５６．３．３１ 阿 部 玄 治

昭和５６．４．１ 昭和５８．３．３１ 木 内 信 敬

昭和５８．４．１ 昭和６２．３．３１ 吉 田 治

昭和６２．４．１ 平成３．３．３１ 岩 重 政 敏

平成３．４．１ 平成６．３．３１ 河 西 宏 祐

〔養護教諭養成所長〕（昭和５３．６．１７限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和４４．４．１ 昭和４４．５．３１ 香 村 寛 蔵

昭和４４．６．１ 昭和４４．６．３０（事務取扱） 飯 田 朝

昭和４４．７．１ 昭和４７．６．３０ 香 村 寛 蔵

昭和４７．７．１ 昭和５０．６．３０ 飯 田 朝

昭和５０．７．１ 昭和５３．６．１７ 深 山 幹 夫

〔情報処理センター長〕（昭和６２．５．２０限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和５６．４．１ 昭和５９．４．１ 須 賀 恭 一

昭和５９．４．２ 昭和５９．９．４ 橋 本 栄 久

昭和５９．９．４ 昭和５９．１０．１４（事務取扱） 山 本 博

役職者一覧
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昭和５９．１０．１５ 昭和６２．５．２０ 山 本 博

〔映像隔測研究センター長〕（平成７．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和６１．４．１ 平成３．３．３１ 土 屋 清

平成３．４．１ 平成５．３．３１ 石 川 敏 雄

平成５．４．１ 平成７．３．３１ 竹 内 延 夫

〔真核微生物研究センター長〕（平成９．３．３１限り廃止）

（就 任） （退 任）

昭和６２．５．２１ 平成３．５．２０ 宮 治 誠

平成３．５．２１ 平成５．５．２０ 寺 尾 清

平成５．５．２１ 平成９．３．３１ 宮 治 誠

【事務局長】

（就 任） （退 任）

昭和２４．５．３１ 昭和３２．１１．２８ 玉 川 文 雄

昭和３２．１１．２８ 昭和３９．１０．１ 岡 本 律 平

昭和３９．１０．１ 昭和４２．３．３１ 宮 内 昌四郎

昭和４２．４．１ 昭和４６．３．３１ 海 野 正 次

昭和４６．４．１ 昭和４７．３．３１ 堀 川 倉 治

昭和４７．４．１ 昭和５０．４．１ 田 辺 正 二

昭和５０．４．１ 昭和５３．３．３１ 吉 川 孔 敏

昭和５３．４．１ 昭和５６．４．１ 小 島 和太郎

昭和５６．４．１ 昭和５８．３．３１ 荻 原 博 達

昭和５８．４．１ 昭和６０．２．１ 寒 川 英 希

昭和６０．２．１ 昭和６２．３．３１ 浪 貝 一 良

昭和６２．４．１ 平成元．３．３０ 小 山 忠 男
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平成元．３．３０ 平成元．３．３１（事務取扱） 鈴 木 尚

平成元．４．１ 平成３．３．３１ 栗 岡 勝 彦

平成３．４．１ 平成４．６．３０ 岡 行 輔

平成４．７．１ 平成６．３．３１ 日 下 弘

平成６．４．１ 平成８．３．３１ 竹 田 弘

平成８．４．１ 平成９．３．３１ 磯 野 守 正

平成９．４．１ 平成１１．３．３１ 野 角 計 宏

平成１１．４．１ 杉 浦 哲 郎

役職者一覧
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